
中小企業の経営の改善及び
地域の活性化のための取組み状況

令和６年３月期 金融仲介機能のベンチマーク





Ⅰ 中小企業の経営支援に関する取組み方針

当金庫は、地域の健全な事業を営む事業者及び個人に対し必要な資金を円滑に供給していくこと、並びに地

域の事業者の経営相談及び経営改善に関するきめ細かな支援に取組むことは、当金庫の最も重要な役割の

一つであると認識し、適切なリスク管理体制の下、金融仲介機能を積極的に発揮していきます。

【営業店】
・本店営業部
・中曽根支店
・西部支店
・高岡支店
・富山支店
・歌の森支店
・大門支店

業務推進部

事業者

外部機関・専門家

経営相談及び経
営改善に関するき
め細かな支援

連携や情報共有

連携や情報
共有

名 称 新湊信用金庫

所在地 富山県射水市中新湊１２番２０号

創 立 大正１３年７月１１日

出資金 １３９百万円

会員数 ６，１３１人

預 金 ８７５億円

貸出金 ２５８億円

職員数 ６３名

（令和６年３月末現在）

【経営支援の体制図】
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連携や情報共有



■ライフステージと考えられる経営課題

ライフステージ（ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸでのﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞ） 考えられる経営課題

創業期（創業期） ①資金の確保、②創業計画策定、③専門知識不足（市場調査等含む） 等

成長期（成長期） ①資金の確保（成長の為）、②生産性向上や販路拡大（海外展開等含む） 等

成熟期（安定期） ①資金の確保（経常運転資金）、②生産性向上や販路拡大（海外展開含む） 等

後退・再生期（低迷期・再生期） ①貸付条件の変更（新たな融資手法含む）、②経営改善計画書策定 等

※ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸとは、金融仲介機能のﾍﾞﾝﾁﾏｰｸの事を指す（以下、同じ）

売上高・利益額

時間

創業期

成長期

成熟期

後退・再生期

創業・新事業サポート

成長サポート
経営改善サポート

事業再生サポート

ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞと必要ｻﾎﾟｰﾄ
（イメージ）

ｿﾘｭｰｼｮﾝの提供・実行

事業者に対し最適なソリューションを提供する為には、各事業者のライフステージ等を適切かつ慎重に見極め、
理解する事が非常に大切です。

事業承継サポート

2



【共通ベンチマーク１】

金融機関がメインバンク（融資残高１位）として取引を行っている企業のうち、経営指標の改善が見られた先数
（グループベース）及び、同先に対する融資額の推移

メイン先数 ２５６社

メイン先の融資額 ６９億円

経営指標等が改善した先数 ８３社

令和６年３月末 令和５年３月末 令和４年３月末

経営指標等が改善した先に係
る３年間の事業年度末の融資
残高の推移

３０億円 ２８億円 ２５億円

【経営指標の改善】
経営指標は以下の通り
①売上高
②営業利益率
③付加価値率

左記の経営指標の内、２つ以上の指
標が改善した場合に、経営指標が改
善した先数としてカウントする。（但し、
営業利益の改善は、営業利益率がマ
イナスの場合は改善していないとみな
す。）
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金融仲介機能（１） 取引先企業の経営改善や成長力の強化



【経営改善・事業再生・業種転換等の支援】

①コンサルティング機能を積極的に発揮し、外部専門家や認定支援

機関との連携による、経営改善、事業再生を展開。

②目利き力向上や融資渉外力の向上を図るため、外部の関連の研

修等に積極的に参加。

③経営改善の取組みを必要とする事業者に対し、富山県中小企業診

断協会や富山県中小企業活性化協議会との連携による「経営改善

計画書」の策定支援。
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条件変更総数 好調先 順調先 不調先

中小企業の条件変更先に係る
経営改善計画の進捗状況

２４先 １先 ０先 ２３先
【不調先の内、計画未策定先】

１６先

【共通ベンチマーク２：金融機関が貸付条件の変更を行っている中小企業の経営改善計画の進捗状況】

金融仲介機能（２） 取引先企業の抜本的事業再生等による生産性の向上

経営改善サポート

早期経営改善
やるべき事を明
確化

抜本的な実施
計画に着手

事業活発化

【地方創生】

事業再生サポート

抜本的な金融支援

事業再生ファンドの活用

抜本的な経営改善計画書策定支援

外部機関等の活用



【共通ベンチマーク３：金融機関が関与した創業、第二創業の件数】

金融機関が関与した創業件数 １５件

金融機関が関与した第二創業件数 ２件

【創業・新事業開拓の支援】

①実現可能性の高い創業・新事業に関する案件の発掘

と実現化への支援や資金面でのバックアップによる

事業者の新事業展開などの支援を実施。

②日本政策金融公庫高岡支店・富山支店と「業務連

携・協力に関する覚書」の締結。

③富山市・高岡市・射水市が主となり結成された創業

支援事業者に当金庫も参加。

④各団体（地方公共団体・中小企業団体・金融機関・

大学等）との連携で地域一体型連携姿勢を構築
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創業を計
画

（創業計画
策定）

資金調達

（自己資金

準備）

事業スタート

サポート内容

・創業計画の策定や補助金申請支援

・専門家派遣の活用（富山県よろず支援拠
点等）

・jSTAT MAPの活用（市場調査等）

・資金面での支援（創業ファンド等を含む）

・創業塾や各種セミナー案内（情報提供）と当金
庫によるきめ細かな事業支援（集金等） 等

創業・新事業サポート



①当金庫と地元事業者様が運営主体となり立ち上げた「ミライズIMIZU協議会」による創業インキュベーション事業を、令和元年８月より開始（公益財団法

人日本財団「わがまち基金」からの助成金を活用）。

②地公体や商工団体、関係機関と連携し、地域の賑わい創出実現に向けた仕組みを構築するとともに、多様なサービスを提供するなどし、地方創生の一

助となる取組みを強化。
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創業インキュベーション施設「ミライズIMIZU」入居者数

全７室中 ３室入居

【入居事業者業種】中小企業診断士、サービス業、カイロプラクティック

【ミライズIMIZUホームページ】 http://mirise-imizu.net/

セミナーの様子

【令和５年１２月２６日開催】
インスタグラム活用セミナー

【令和６年３月９日開催】
「学校では教えてくれない体型の変え方と
美容について」の美容健康セミナー

【令和5年12月26日開催 インスタグラム活用セミナー】 【令和6年3月9日開催 美容健康セミナー】



【共通ベンチマーク４：ライフステージ別の与信先数及び融資額】

全与信先 創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期

ライフステージ別の与信先数 ４０２社 ３４社 ２６社 １８８社 １３社 ４２社

ライフステージ別の与信先に係
る事業年度末の融資残高

１８１億円 ５億円 １７億円 ８７億円 ３億円 １６億円

【創業期】

創業、第二創業から５
年まで

【成長期】

売上高平均で直
近２期が過去５期
の１２０％超

【安定期】

売上高平均で直
近２期が過去５期
の１２０％
～８０％

【低迷期】

売上高平均で直
近２期が過去５期
の８０％未満

【再生期】

貸付条件の変更
または延滞がある
期間

新湊信用金庫では、事業者
のライフステージに応じた的
確なアドバイスや提案を積極
的に行っております。
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※全与信先４０２社の内、過去５期の決算情報がない等（創業以外）でライフステージの判定ができない取引先は計上していません（判定不能先：９９社）

事業承継サポート

•親族内承継

•親族外承継
後継者がいる

•第三者

•廃 業
後継者がいない

サポート内容

・事業者の課題を発掘した上で、専門家へ橋渡し（外部機関
と連携）

・事業理解による金融の円滑化
M＆A
人材バンク 等

株価対策、株式移転
後継者教育 等



【共通ベンチマーク５】

金融機関が事業性評価に基づく融資を行っている与信先数と融資額ならびに全与信先数と融資額に占める割合

先数 融資残高

事業性評価に基づく融資を行ってい
る与信先数及び融資残高

１２先 ５億円

上記計数の全与信先数及び当該与
信先の融資残高に占める割合

３．０％ ２．８％

【成長段階における支援】

①ビジネスマッチングの機会を提供し、販路拡大や売上増進ならびに
様々な経営課題につながるよう 取引先の事業活動を側面から支援。

②特許権や商標等を有する事業者に対し、知財ビジネス評価書の作
成を提案。

③中小企業向け創業・育成＆成長支援ファンド「しんきんの翼」の活用
④全国の信用金庫が持っている情報を共有・活用する為のプラット

フォーム「しんきんの泉」の紹介・掲載によるマッチング支援
⑤専門家派遣制度や富山県よろず支援拠点等の専門

家を活用した全面的な経営支援。
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金融仲介機能（３） 担保・保証依存の融資姿勢からの転換

成長サポート

ﾋﾞｼﾞﾈｽ

ﾏｯﾁﾝｸﾞ

知的財産
評価

補助金

申請

事業を

理解

海外
展開

Ｍ＆Ａ



①プロジェクトファイナンス等の案件に参加するなど地域の活性化に積極的に参加。

②地域住民に歓迎される商品の開発など、地域活性化につながる商品・サービスの充実。

③地公体や商工団体、関係機関、他金融機関等と連携し、地域の賑わい創出実現に向けた仕組みを構築するとともに、多様なサービスを提供するなどし、

地方創生の一助となる取組みを強化 等
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地域の金融機関として地域の環境保護に取り組むために、平成14

年より継続して行っている地域貢献事業「しんきんクリーン作成」を、
本年も実施いたしました。



連絡先：0766-82-8613

（業務推進部）高木


